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平成２３年度業務実績の評価結果 

厚生労働省独立行政法人評価委員会（抜粋） 

 

（２）平成２３年度業務実績全般の評価 

循環器病は三大死因のうち二つを占めるに至っており、その克服のための研究・開発

と臨床応用は、国民の生命予後の飛躍的な改善に資するものであり、センターにおいて

も、循環器病医療の提供に必要な人材をはじめとするさまざまな資源が集積されており、

近隣地域のみならず国内外の患者の生命を救ってきた。 

こうした中、センターは、日本人のエビデンスの収集や循環器病における死に直結す

る疾病の治療法の開発、こうした疾病をもたらす生活習慣病等に伴う心血管病変等の予

防並びに胎児期・小児期における循環器病の診断及び治療など、循環器病学の基礎的及

び臨床的研究を推進し、その成果を高度かつ先駆的な医療の提供及び優れた人材の育成

に活かすことにより、循環器病の克服に貢献していくことが求められている。 

平成２３年度においては、理事長のリーダーシップの下、職員の質の確保と組織の活

性化、業務効率化の推進、研究開発推進基盤整備、重症・超急性期医療体制の強化など

の積極的な取組みが行われたが、運営費交付金の大幅な削減があり、結果として経営に

結びつかず、年度計画に掲げる経常収支に係る目標を達成できなかった。今後は、中期

目標の期間全体において目標を達成できるよう努められたい。 

（循環器病研究センター、国際医療研究センター、成育医療研究センター） 

 

 

（８）予算、収支計画及び資金計画等 

なお、センターは収支相償を目指し効率的経営に取り組んでいるものの、中期計画

で定めた運営費交付金算定ルールを大幅に超えた運営費交付金の削減が行われ、今後

もこのような状況が続くと、センターの事業活動に支障が生じる恐れがあることから、

センター運営における主要な財源である運営費交付金については、中期計画で定めた

運営費交付金算定ルールに沿った予算措置がされるよう、配慮が必要と考える。 

  （循環器病研究センター、国際医療研究センター、成育医療研究センター） 

 

 

（10）評価委員会が厳正に評価する事項及び政・独委の評価の視点への対応 

  ③ 給与水準の状況と総人件費改革の進捗状況 

参考資料２ 
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給与水準は、適正化に向けた不断の努力が求められるものであるが、医師につい

ては、自治体病院や民間医療機関とはなお開きがあり、医師確保が問題となってい

る昨今において、他の医療機関と遜色のない給与水準に近づけることは必要な措置

であると考える。 

なお、医療職種のモチベーションが金銭面だけではないことは自明であり、診療

環境や研究環境、勤務体制等はもとより魅力ある病院づくりも重要である。 

また、総人件費改革の主な取り組みとして、技能職の退職不補充、調整額の廃止、

給与カーブの変更などを行い、平成２１年度からの削減額は 34 百万円であった。他

方、増額は17.3億円であった。結果として平成２１年度と比して16.8億円増となり、

行革推進法等による削減率を達成していないものの、がんその他の悪性新生物に関

する高度先駆的医療の研究開発・普及・医療提供や、治験・臨床研究を推進する体

制強化、医療安全や診療報酬基準への対応によるものであるが、センターの役割を

着実に果たしていくためには必要な措置と認められる。 

今後とも適正な人件費管理を行い人件費改革に強力に取り組む必要があるが、国

内外の関係機関と連携し、研究・開発及び人材育成に関し国際水準の成果を生み出

していくためには、研究・医療現場に対する総人件費改革の一律の適用は困難であ

る。 

   （全センター） 


